
1 . 当協会で実施する講習

建築物の解体・改修工事の事前調査は、

「建築物石綿含有建材調査者」 の資格が必要です！

建築物石綿含有建材調査者講習

令和５年１０月施行

建築物等の解体または改修の作業を行うときには、対象建築物等の石綿等使用有無について

の調査が必要とされ、令和２年７月の石綿障害予防規則等の改正により、事前調査を実施す

るために必要な知識を有する者として、建築物石綿含有建材調査者が行うことが義務付けられ

ました（石綿則第3 条、関係告示）。

建築物石綿含有建材調査者は、建築物石綿含有建材調査者講習を受講し、修了考査に

合格した者とされています。

なお、施行は令和5 年10 月1 日とされていますが、施行日までに講習を修了し、調査者を

確保しておく必要があります。

建設業労働災害防止協会(JCOSHA) R3.5

（１）建築物石綿含有建材調査者講習（一般）

（２）建築物石綿含有建材調査者講習（一戸建て等）
※一般建築物：一戸建て等を含むすべての建築物

一戸建て等： 一戸建て住宅および共同住宅（長屋を含む。）の住戸の専有部分。共同住宅の住戸の内部以外

の部分（ベランダ、廊下等の共用部分）や店舗併用住宅は含まれない。

2 . 主な受講資格

（１）石綿作業主任者技能講習修了者

（２） 大学において、建築に関する課程を修めて卒業した後、建築に関して２年以上の

実務経験を有する者

（３） 短期大学において、建築に関する課程を修めて卒業した後、建築に関して３年以上

の実務経験を有する者

（４） 高等学校または中等教育学校において、建築に関する課程を修めて卒業した後、

建築に関して、７年以上の実務経験を有する者

（５） 建築に関して１１年以上の実務経験を有する者

（６） 特定化学物質等作業主任者技能講習を修了した者で、建築物石綿含有建材調査

に関して５年以上の実務経験を有する者

注 ）受講資格はこの他にも規定されています。詳細は、建築物石綿含有建材調査者講習登録規程第7条をご覧ください。



３ . カリキュラム及びテキスト

（１）建築物石綿含有建材調査者講習（一般）

４ . 修了考査 （ 筆記試験 ）

５. お問合せ先（建災防都道府県支部一覧）
本講習は、建災防都道府県支部で実施します。開催時期・受講料については、以下の最寄の支部へお問い合わせください。

※注意：一部実施していない支部もあります

（２） 建築物石綿含有建材調査者講習（一戸建て等）

建築物石綿含有建材

調査者講習テキスト

一戸建て等石綿含有

建材調査者講習テキスト

建設業労働災害防止協会 本部 教育推進部 企画課・教育課

〒108-0014 東京都港区芝5-35-2 安全衛生総合会館７階

TEL：03-3456-0618（教育推進部 企画課・教育課直通）/03-3453-8201（代表）

FAX：03-3456-2458

ホームページ：https://www.kensaibou.or.jp/ 調査者講習のご案内はこちらからアクセス！

※ 石綿作業主任者技能講習修了者は、一般および一戸建て等の両講習とも、科目「建築物石綿含有建材調査に関する基礎知識１」（1 時間）が免除されます。

※ ※



講 習 種 別

① 9 月 13 日 ～ 14 日 (講習日) 9 月 16 日 (試験日)

② 10 月 11 日 ～ 12 日 (講習日) 10 月 18 日 (試験日)

③ 12 月 13 日 ～ 14 日 (講習日) 12 月 15 日 (試験日)

④ 2 月 16 日 ～ 17 日 (講習日) 2 月 18 日 (試験日)

実 施 場 所 徳島市富田浜2丁目10番地　

◎講習日

1日目　8時45分 ～ 16時50分、2日目　8時45分 ～ 15時40分　終了予定

一部免除者 1日目　10時00分 ～ 16時50分、2日目　8時45分 ～ 15時40分　終了予定

◎試験日

全科目、一部免除 8時45分～10時30分　終了予定

（税込） 非会員 （税込）

一部免除者 （税込） 会員 （税込）

1．

2．

3．

4．

5．

次ページへ

受講資格者又

は 受 講 要 件

学校教育法による高等学校又は中等教育学校において、建築に関する正規の課程又は

これに相当する課程を修めて卒業した後、建築に関して７年以上の実務経験を有する

者

労働安全衛生法別表第18第23号に掲げる石綿作業主任者技能講習修了者

学校教育法による大学（短期大学を除く。）において、建築に関する正規の課程又は

これに相当する課程を修めて卒業した後、建築に関して２年以上の実務の経験を有す

る者

学校教育法による短期大学（修業年限が３年であるものに限り、同法による専門職大

学の３年の前期課程を含む。）において、建築に関する正規の課程又はこれに相当す

る課程（夜間において授業を行うものを除く。）を修めて卒業した後（同法による専

門職大学の前期課程にあっては、修了した後。(4)において同じ。）、建築に関して３

年以上の実務の経験を有する者

学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。）又は高等専

門学校において、建築に関する正規の課程又はこれに相当する課程を修めて卒業した

後、建築に関して４年以上の実務の経験を有する者（(3)に該当する者を除く。）

40,000円 2,570円

徳島県建設センター 電話(088)622-3113

講 習 時 間

全科目者

受 講 料
全科目者 44,000円

テ キ ス ト 代
5,140円

実 施 日

令和3年度　登録講習　実施日・受講料・受講要件等

　　　　徳島労働局長登録教習機関　登録第1号

(講習登録有効期限：2021年8月1日～2026年7月31日)

建設業労働災害防止協会徳島県支部

建築物石綿含有建材調査者講習（一般）
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○ 建築物石綿含有建材（一般）の調査業務

　

講 習 科 目

一 部 免 除 者

対 象 業 務

労働安全衛生法第93条第１項の産業安全専門官若しくは労働衛生専門官又は同項の産

業安全専門官若しくは労働衛生専門官であった者

労働基準監督官として２年以上その職務に従事した経験を有する者

労働安全衛生法別表第18第23号に掲げる石綿作業主任者技能講習修了者

建築行政に関して２年以上の実務の経験を有する者受講資格者又

は 受 講 要 件 環境行政（石綿の飛散の防止に関するものに限る。）に関して２年以上の実務経験を

有する者

建築に関して11年以上の実務の経験を有する者

労働安全衛生法等の一部を改正する法律（平成17年法律第108号）による改正前の労

働安全衛生法別表第18第22号に掲げる特定化学物質等作業主任者技能講習を修了した

者で、建築物石綿含有建材調査に関して５年以上の実務を有する者



　〒 -

※講習当日までに連絡をとる場合がありますので、日中（午前8時30分～午後5時まで）

　連絡のとれる電話番号をご記入ください。

TEL： FAX：

労働安全衛生法別表第18第23号に掲げる石綿作業主任者技能講習修了者

建築に関して11年以上の実務の経験を有する者

建築行政に関して２年以上の実務の経験を有する者

労働基準監督官として２年以上その職務に従事した経験を有する者

建設業労働災害防止協会徳島県支部　　殿 申請年月日　　　　　　年　　　　月　　　　日

申請者

(受講者本人)

【申込書記入にあたっての注意事項】

①

②

③ 申込書に訂正が必要な場合、訂正線及び下記の訂正印で行うこと。

・個人情報記入欄：本人の訂正印

･受講資格要件の作業経験期間に関する箇所：事業主印

【受講申込み時の注意事項】

① 受講日の変更について、年度内において1回限り可能。2回目以降は再度お申込み下さい。

② CPDS,CPDに申請ご希望の方は、申し出てください。

担当者

有 無

本申込書にご記入いただいた個人情報は、修了証へ記載するためのものであり、受講者の同意なしに目的以外に使用することはありません。

一部免除 建災防徳島県支部

※事務局記入欄

実施管理者

非会員会員

学校教育法による短期大学（修業年限が３年であるものに限り、同法による専門職大学の３年の前期課程を含む。）

において、建築に関する正規の課程又はこれに相当する課程（夜間において授業を行うものを除く。）を修めて卒業

した後（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後。(4)において同じ。）、建築に関して３年以上の

実務の経験を有する者

この申込書に記載する氏名・生年月日等の各項目は、法令で記入することが定められています。

⑸
学校教育法による高等学校又は中等教育学校において、建築に関する正規の課程又はこれに相当する課程を修めて卒

業した後、建築に関して７年以上の実務経験を有する者

⑹

⑺

労働安全衛生法等の一部を改正する法律（平成17年法律第108号）による改正前の労働安全衛生法別表第18第22号に

掲げる特定化学物質等作業主任者技能講習を修了した者で、建築物石綿含有建材調査に関して５年以上の実務を有す

る者

⑻

⑼ 環境行政（石綿の飛散の防止に関するものに限る。）に関して２年以上の実務経験を有する者

⑽
労働安全衛生法第93条第１項の産業安全専門官若しくは労働衛生専門官又は同項の産業安全専門官若しくは労働衛生

専門官であった者

⑾

⑿
第一種作業環境測定士又は第二種作業環境測定士であって、建築物石綿含有建材調査に関して5年以上の実務経験を有

する者

現住所

※申請前6ヶ月以内に撮

影した上三分身正面脱帽

のもので無背景とする。

連絡先
会社  ・  自宅  ・  携帯      (                                                                                         )

⑷

学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。）又は高等専門学校において、建築に関する

正規の課程又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、建築に関して４年以上の実務の経験を有する者（(3)に該当

する者を除く。）

所在地

代表者役職・氏名

事業所名

№ 受講資格(該当欄に○印を記入)

⑴

⑵
学校教育法による大学（短期大学を除く。）において、建築に関する正規の課程又はこれに相当する課程を修めて卒

業した後、建築に関して２年以上の実務の経験を有する者

⑶

受付NO，建築物石綿含有建材調査者講習（一般）受講申込書 (登録第1号)

ふりがな

生年月日 　　年　　　月　　　日（満　　　歳）
氏　　名

受講票送付先 事業所　　・　　自宅〔開催日：　 　　年 　　　月　　 　日　　～　　 　月 　　　日〕

証明写真

1枚

(3.0㎝×2.4㎝)

顔の幅は15㎜程度

裏面に氏名を記入･貼付

して下さい



◎№⑴該当者は石綿作業主任者技能講習修了証の写しを添付

◎№⑵,⑶,⑷,⑸の実務経験証明欄

受講資格に必要な学歴

科卒業

（卒業証書の写し又は、卒業証明書のいずれかを必ず添付すること。）

建築に関する実務経験年月

年　　　月　～　　　　年　　　月　　（　　　　年　　　　月）

受講資格において定められた、上記の実務経験年月に相違ないことを証明します。

所在地

代表者役職・氏名 ㊞

事業所名

◎№⑹の実務経験証明欄

建築に関して11年以上の実務経験

年　　　月　～　　　　年　　　月　　（　　　　年　　　　月）

受講資格において定められた、上記の実務経験年月に相違ないことを証明します。

所在地

代表者役職・氏名 ㊞

事業所名

◎№⑺,⑿の実務経験証明欄

建築物石綿含有建材調査に関して５年以上の実務経験

年　　　月　～　　　　年　　　月　　（　　　　年　　　　月）

受講資格において定められた、上記の実務経験年月に相違ないことを証明します。

所在地

代表者役職・氏名 ㊞

事業所名

◎№⑻,⑼,⑾の実務経験証明欄

年　　　月　～　　　　年　　　月　　（　　　　年　　　　月）

受講資格において定められた、上記の実務経験年月に相違ないことを証明します。

所在地

代表者役職・氏名 ㊞

行政機関名

◎№⑽の実務経験証明欄

所在地

代表者役職・氏名 ㊞

行政機関名

（労働安全衛生法等の一部を改正する法律（平成17年法律第108号）による改正前の労働安全衛生法別表第18第22号に

掲げる特定化学物質等作業主任者技能講習修了証の写し又は作業環境測定士登録証の写しを必ず添付すること。）

建築行政又は、環境行政(石綿の飛散の防止に関するものに限る。)又は、労働基準監督官のいずれかにおいて

２年以上の実務経験年月

受講資格において定められた、労働安全衛生法第93条第１項の産業安全専門官若しくは労働衛生専門官又は

同項の産業安全専門官若しくは労働衛生専門官であったことを証明します。



◎№⑴の添付書類

　　受講資格及び受講科目が一部免除できる資格を証明する書類【石綿作業主任者技能講習修了証】

　　「建築物石綿含有建材調査に関する基礎知識1」が免除になります。

◎№⑵～⑸の添付書類

　　受講資格に必要な学歴を証明する書類【卒業証書の写し又は卒業証明書】

◎№⑺,⑿の添付書類

　　受講資格に必要な資格を証明する書類

　　【（平成17年法律第108号）による改正前の労働安全衛生法別表第18第22号に掲げる特定化学物質　　

　　　　等作業主任者技能講習】

　　【第一種作業環境測定士登録証又は第二種作業環境測定士登録証の写し】

◎本人確認書類

　　自動車運転免許証の写し※マイナンバーカードは不可

添付書類※下記書類を貼付してください。


